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か、 あるいは、 抜本的な構造的変革が必要なのか

が重要な論点となっている Oto 2021)。
これらの問題に対応する上で、 地域コ ミュニテ

ィ の主体的役割がますます重要視されている。 そ

のため、 地域づく り、 コ ミ ュニティ ・オーガナイ

ジング、 コ ミュニティ 開発の意義が改めて注目さ

れてお り、 それらの実践におけるコ ミュニテ ィ ワ

ーカーの役割が再評価されている。 本論文では、

上述のよ うな社会的 ・経済的 ・政治的文脈を踏ま

え、 ソーシャルワークにおける 「社会開発 (Social
Development) 」 の視点に注目する。 社会開発は、

日本の場合、 これまで、 主に国際協力や開発援助

の分野で認識されてきたが、 2010年代以降、 国内

のソーシャルワーク分野においても徐々に関心が

高ま りつつある。 本稿では、 まず、 社会開発の視

点についてソーシャルワークに導入する意義を概

観した上で、 エンパワーメ ン ト型コ ミュニティ 開

発 (Empowennent-Oriented Community Development

：以下、 EOCD) の理論的枠組みとその意義を論

じる。 さ らに、 日本においてEOCDの理念が反映

された二つの実践事例を紹介し、 従来の制度的枠

組みに依存しない、 よ り包括的なソーシャルワー

ク実践、 特に、 コ ミュニテ イワークの可能性につ

いて検討する。

はじめに

近年、 地球温暖化や関連する自然災害、 持続可

能な開発の課題、 基本的人権の保障、 人間の安全

保障、 経済の停滞、 国内外における社会的 ・政治

的不安定性、 さ らにはCOVID-19や将来のパンデ

ミ ックヘの懸念等、 世界は複合的かつ深刻な課題

に直面している (Foster & Suwandi 2020 ; JICA

Ogata Sadako Research Institute for Peace and

Development 2019) 。 このような予測困難な時代

状況は 「VUCA時代」 とも称される （佐藤、北村、

馬奈木 2020) 。 「VUCA」 とは、 Volati li ty （変動

性）、 Uncertainty （不確実性）、 Complexity （複雑

性）、 Ambiguity （曖昧性） の頭文字を取ったもの

であり、 現代社会が極めて不安定かつ不確実性と

リスクに満ちた状況にあるこ とを表している （伊

藤 2024)。 国際連合は、 2030年を目標年とする持

続可能な社会の実現を 目指 してSDGs （持続可能

な開発目標） を掲げているが、 現時点でその達成

度は依然と して低く 、 全17目標のうち、 世界全体

で17％程度 しか達成の見込みがないと報告されて

いる。 日本においても、 2024年の達成度は167ヶ
国中18位にと どま り、 ジェ ンダー平等、 気候変動

対策等、 5つの目標において最低評価を受けてい

る (Sachs, Lafortune, & Fuller 2024)。 こ う した中、

日本政府はSDGs推進のため 「社会全体」 での取

り組みを強調し、 包括的なアプローチの構築に取

り組んでいる (SDGs Promotion Office 2019)。 そ

の一方で、 現行の政治的 ・社会的 ・経済的システ

ムが果たしてこれらの課題に十分に対応可能なの

1．なぜ社会圃発の視点が必要なのか

多く の社会福祉関係者にとって、 「社会開発」

とい う用語は、 必ずしも馴染みの深いものではな

いかも しれない。 筆者自身は、 国連アジア太平洋

経済社会委員会 (UNESCAP) に勤務していた経
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実績を有している。 当初、 これらの国々において

は、 急速な工業化によって福祉制度の整備と拡充

が促進されるこ とが期待されていた。 しかし、 産

業発展による恩恵は限定的であり、 結果と して多

く の国が巨額の対外債務を抱え、 深刻な資源不足

に直面するこ と となった。 さ らに、 国際通貨基金

や世界銀行が構造調整プログラムの一環と して課

した福祉支出の削減は、 社会福祉の供給基盤を一

恩脆弱なものと した。

こ う した構造的困難の中で疲弊していた途上国

のソーシャルワーカー達は、 やがて回復力と創造

性を発揮し、 限られた資源の下でも機能し うる革

新的な社会福祉実践モデルを構築するに至った。

それは、 公的扶助や施設収容といった高コス トの

従来型福祉サービスから、 地域社会を基盤と した

参加型 ・協働型の支援戦略へと移行する動きであ

り、 地域の持つ固有の資源や人的ネ ッ トワークを

最大限に活用する方向性を提示したものである。

このような実践的な展開の背後には、 社会開発

とい う理論的枠組みの存在がある。 ミ ッ ジ リー

(Midgley 1995; Midgley & Conley 2010) は、 社

会開発をすべての人間の福祉の向上を目指す社会

的変化を意図した計画的な活動と定義し、 その内

容を国家戦略のレベルにまで拡張して説明してい

る。 彼によれば、 社会開発は主要な社会サービス

の提供のみならず、 土地改革、 殿村開発、 住民参

加、 人口政策、 貧困の削減、 住まいの確保、 仕事

の創出等を通して生活水準の向上を図る包括的ア

プローチである (Midgley 1995 : 25-28)。 このよ

うな考え方は、 アマルティ ア ・センによるケイパ

ビリティ ・アプローチ (Sen 1985 ; 1999) や、 ス

ト レングスの視点、エンパワーメ ン ト、社会正義、

変革志向といったソーシャルワークの核心的概念

(Cox & Parsons 1994 ; Lee 1994 ; Solomon 1976)

とも密接に連関している。 治療的 ・医学的アプロ

ーチの璽要性を認めつつも、職業訓練、基礎教育、

成人識字教育、 子どものケア、 マイ クロク レジッ

トといった予防的 • 投資的アプローチによる人的

資本の育成は、 持続可能な社会を支える上で重要

な実践的基盤といえる。

験の中で、 この概念に頻繁に接してきた。 社会開

発とい う考え方は、 国際協カ ・開発の分野におい

て1980年代以降、 経済成長偏重の開発戦略を見直

す動きの中で台頭し、 単なる経済的指標による成

長ではなく 、 「人間の基本的ニーズ」 の充足や生

活の質の向上を重視する価値観へとシフ トする中

で重要視されるよ うになったものである。 この潮

流においては、 貧困 ・格差、 環境問題、 ジェ ンダ

一平等、 人口や家族計画、 地域格差の是正、 そ し

て、 社会的公正といった社会課題が重点領域と し

て取り上げられるよ うになった。

その集大成とも言えるのが、 1995年にデンマー

ク ・ コペンハーゲンで開催された 「世界社会開発

サミ ッ ト」 である。 同サミ ッ トでは、 貧困削減、

雇用創出、社会統合の三つの主要課題が設定され、

これらの目標を達成するためには、 民主的かつ透

明性の高い政治体制および行政の確立、 ならびに

人権の尊重が不可欠とする原則が確認された。 そ

の後、 社会開発の目標は ミ レニアム開発 目標

(MDGs) 、さ らには、持続可能な開発目標 (SDGs)
と して再編成され、 国際的な開発協力の柱と して

位置づけられるに至った。 このよ うに、 世界社会

開発サミ ッ トの内容を照らしても、 社会開発と ソ

ーシャルワークの間には価値的連続性が認めら

れ、 社会のウェルビーイ ングの向上を志向する両

者の接点は明確である。

2．開溌納‘ノーシャルワークの背景

一厳しい資漏調約下での社会福祉の実践一

1980年代、 多く の工業国において人間福祉に関

する公的支出が大幅に削減され、 第二次世界大戦

後に続いてきた社会福祉サー ビスの拡大は終焉を

迎えることとなった。 所得保障、 医療、 住宅、 教

育をはじめとする諸福祉サービスの縮小は、 対象

者の生活に深刻な影響を及ぼしただけではなく 社

会の分断、 ソーシャルワーカーに新たな困難と負

担をもたらす結果となった。 特に、 所得支援、 育

児支援、 住宅支援、 医療福祉等の分野での予算削

減は、 専門職による介入の効果を著し く 制限する

要因となっている。 社会開発に基づく ソーシャルワークは、 平和、

一方、 途上国のソーシャルワーカーは、 長年に 民主的参加、 寛容、 平等、 社会正義といった価値

わた り極めて厳しい資源制約の下で活動してきた を中枢に据えており、実践者の中には、社会運動、
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政治的 リーダーシ ップ、 労働組合との連携を通 し

て活動を展開する者も少な く ない。 地域に根差 し

た具体的実践例 と しては、 女性グループや障害当

事者によるマイ ク ロ ・ エ ン タープ ライ ズ ( Inaba
20 12) 、 栄蓑 ・健康プ ロジェ ク ト、 保育 ・保健セ

ン タ ー 、 成人識字 プ ロ グ ラ ム等が挙げ られ る

(Midgley & Conley 20 10) 。 このよ うな予防的か

つEOCDに基づ く アプ ローチは、 従来の個別的 ・

対処的支援にと どま らずソーシャル ワークの実践

領域を大きく 拡張する可能性を示 している。

3. エンパワーメント型コミュニティ
開発 (EOCD )

ーシャルワークモデルの基本構成要素を取 り入れ

つつ、 基礎的ニーズの充足および リスク を抱える

人びとの権利保障に焦点を当てた地域開発手法を

統合 している。 コ ミ ュニテ ィ 開発実践がEOCDに

おいて重要な貢献を果た している点の一つは、 経

済開発に関す る深い知識 と数富な実践経験であ

る。 Cox & Parsons のEOCD実践モデルは、 「無力

感」 「効力感」 「政治 ・社会経済」 に1彫連する理論

を含む理論的基盤、 価値観 （以下で述べる）、 実

践の枠組みから構成されてお り、 課題および介入

の焦点を以下の四つの次元に整理 している （表 l
参照）。

次元 l は個人のニーズや困難、 価値観、 態度 ・

姿勢に関するものであ り、 ソーシャルワーカーと

ク ライ エ ン トとの閲係構築を基盤 とする。 次元2
では、 「共通する問題」 を抱えるグ）レープに焦点

を当て、 人びとの参加を不可欠と し、 個々人の強

み ・弱み、 さ らには、 ソーシャルネ ッ トワークの

構築を重視する。 この段階では、 セルフヘルプ ・

アプ ローチは特に直要な役割を果たす。 セルフへ

ルプ ・ グループは、 自らを助けるだけでな く 、 他

EOCDは、 Cox & Parsons (I 994) によって提唱

された ソーシャルワークモデルに基づく ものであ

り、 個人 ・地域のニーズを包括的に捉える四つの

次元からなる介入を特徴と している。

日本におけるEOCDに関する文献 と して 1997年
と2000年に小松源助 （監訳） による翻訳版が出版

されている。 どち らもエンパワーメ ン ト志向のソ

表ー 1 基本的な問題解決のための活動

次 茨
ワーカー・クライエント 教百；
靡 而構晨；当薗のニーズの囲t 技箆の痴皇

セルフ^ ルブ

次
印源空墨保；
シスアムのアセスメント

次
ソーシャルアクション 州・遷邦•国
閑レペルでの政治的
（マクロ）変革

囮人／家 を既存サービスにつなく• 知葦を石める 白源、組lalllこ閲する知葦を発達 政治経済システムや国ま的問雌に
させる 関する“匹を発達させる

問碑 決の身体的、心理的・セ会的琴門曰ゃ祖識とのコミコニケー 国孟的烹退（マク0 ）に取組み、祖繊
間面 シ下ン技能の形成 と逗力していくために1iilする技能

の露
紐織や地辺を変星する技能の形成 僭人的窃はの政治的r.t臼の明確化

皿 琴 ブロセスを閲始する

白源をいかに兄つけ出し、要求
するかについて芙粽に字習する

畔虞』 や媒介のように新しい
技能を開発する
遺 されたflll雑に付伝な知濯
祖 の問迎や招決に取リ随むため
グループを活用する
他者をば することによって自己
をほ助する
相互1：：問柄解決していく棺千，

阻霞の変星Aの芸加 手訊・霞詰キりンベーン交渉媒介`
意思決足携閲や視会へのも加 妥五行勃や広視行勁
正式なセルフヘルププログラムや組
組のgは2や加入

晶本的な参加者
園 、家捩、ワーh - 償人、家謀、小グループ、ワーカー 個人、家族、小グルーブ、大規ほ

グルーブ．問屈に民点をあてた
ネットワーク

阻人．ま誤、小グループ、大規校
グループ、地は．全区団体、地i刃州
の逗

基本的な変革の目椙

豆― 旧人グループの状況
「共過の問也解決j

印問の

醤
閲

大統揆クルーブ

目地万政府
191政府
近95改

出典 ：Gutierrez, L.M., Cox, E.O., & Parゞ ons, R.J. (2000). Empowerment in social work praclice. Thomson Leaming. （小松

源助監訳 『ソーシャルワーク実践におけるエンパワーメ ン トーその理論と実際の論考集ー』 相川T！ド房、 2000年） をも

とに笹者作成。
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ン ト実践の中核的要素である。 実践におけるパー

トナーシップとは、 クライエン トと ソーシャルワ

ー カ ーの双方が資源であ り 、 「個人的な困難

(private troubles)」 は、同時に 「社会的課題 (public
issues) 」 でもあるという理解のもと、 クライエン

トの長期的目標 （社会正義） がソーシャルワーカ

ーの 目標で もある とい う前提に基づいている

(Gutierrez et al. 1998)。

者への支援をも含む実践であり、 エンパワーメ ン

トの鍵となるものである。 次元3は、 社会的 ・保

健医療的 ・経済的サービス、 サービス提供体制の

課題、 サービスを受けるために必要なスキル、 ア

クセスの方法、 専門職との効果的なコ ミュニケー

ショ ンの方法を学ぶ。 そして、 ア ドボカシーや社

会変革活動への参加といった ミクロな環境および

組織にかかわる課題に焦点を当てる。 次元4は、

政治的 ・経済的 ・社会的要因ならびに社会政策と

いったマクロな環境にかかわるものである。 本モ

デルの実践で中心となるのは、 当事者が自己の状

況を個人的、 対人的、 政治的な側面から理解し、

その過程を通じて問題解決に必要な知識と技能を

身につけていく ことである。 ここでは、 マイ ノ リ

テ ィや LGBTQといった社会運動的な側面も含ま

れ、 問題の政治的側面について働きかける。

(1) EOCD の価値観と目標

EOCDは、 エンパワーメ ン ト志向ソーシャルワ

ークの価値観に基づいて推進されて、 人間の基本

的ニーズの充足、 社会正義の促進、 資源のより平

等な分配、 環境保護への関心、 自己決定 （個人的

・政治的な両側面において、 自身の生活に影蓉を

与える意思決定への最大限の参加） の実現とい う

包括的な社会正義の目標が含まれている (Cox &

Parsons 1994)。
エンパワーメ ン ト志向のソーシャルワーク実践

における介入は、 クライエン ト集団のス トレング

スの認識と活用を重視し、 多様性 （民族 ・性別 ・

年齢 ・その他の要因） への敬意、 コ ミュニティ形

成の中核的要素と しての対人支援ネッ トワークの

形成、 個人 ・対人 ・地域 ・政治的課題への配慮、

そ して、 課題の評価と解決策の提示に関する強み

の活用を含んでいる。

また、 EOCD実践は、 支援者とクライエン トの

関係性について次の原則に基づいている。 すなわ

ち、 「エンパワーメ ン トに基づく 実践においては、

援助のプロセスを 『権力の共有（sharedpower)』 『 と

もにある力 (power with) 』 さ らには 『参加主導

(participation driven)』 と して再定義することが求

められる」 (Gutierrez, Parsons, & Cox 1998 : p. 9)。
クライエン トとの平等な関係、 すなわち、 バラ

( 2 ) コ ミ ュニティ における EOCD 戦略

社会的支援およびコ ミュニティ ヘの参加が、 健

康およびメ ンタルヘルスに与える重大な影轡につ

いては、 すでに多く の実証的研究により明らかに

されている (Webster, Ajrouch, & Antonucci 2013) 。
例えば、 Help Age International は、 長年にわた り

貧困状態にある高齢者を対象に、 UNICEFは、 母

子の基本的ニーズに対応するため、 また、 Oxfam
は、 貧困と不正を撲滅するため、 コ ミュニテ ィ開

発のアプローチを積極的に活用してきた。 社会的

支援の欠如や、 意味ある活動の機会の不足といっ

たニーズの充足に関するギャ ップは、 日本におい

ても顕在化している （西垣 2011)。
EOCDは、 このよ うなギャ ップに対応するこ と

を目的と し既存資源を最大限に活用しつつ、 地域

に根差 した包括的支援を推進する実践戦略であ

る。 EOCDの全体的な戦略は、 直面している課題

およびそれに関連する資源を強化するために、 基

本的ニーズの充足を目指すための地域資源の創出

に加え、 セルフヘルプ （自助）、 相互支援ならび

に支援者、 支援を受ける者、 その他の地域住民に

よる地域参加を促進する地域行動を喚起するこ と

にある。

このことによりコ ミュニテ ィ開発およびエンパ

ワーメ ン ト志向のソーシャルワークに基づく 知識

と戦略を組み合わせ、 食料の安定供給、 住居の確

保、 介護 ・医療ニーズ、 介護者支援等、 多岐にわ

たる集団的プログラムの開発が行われてきた。 さ

らに、 基本的ニーズを脅かす政策に対しては、 そ

れに対応する戦略の構築と実践も求められる。

EOCDは、 しばしば資金提供者や実施主体によっ

て特定された地理的コ ミュニティ を対象と して展

開されており、 その地域特性に応じた柔軟なアプ

ンスの取れたパー トナーシップは、 エンパワーメ ローチが重要とされる。
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関する実践的な学びを深めている。 さ らに、 2015
年には、 地元大学の福祉学科および社会福祉協議

会との協働によ り、 「介護者カフ ェ 」 の取り組み

がスター ト した （不定期開催）。 この場は、 介護

者が気軽に集い、 介護に関する体験や悩みを自由

に語り合える、 開かれた対話の場と して機能して

しヽ る。

近年、 r-コスモス」 は、 セルフヘルプにと どま

らず、 他者支援へとその活動の幅を拡大しつつあ

る。 同地域では、 「コスモス」 以外にも、 さまざ

まな住民主体の実践が展開されている。 例えば、

不登校 ・引きこも り状態にある子どもを抱える家

族による家族会、 障害児者のきょ うだいによるグ

ループワークやヒ°アカ ウンセ リング、 「支える側」

への支援を志向する実践、 「グリーンフー ドパン

ト リー」 （食品ロス削減と生活困窮者支援の両立

を 目指す活動）、 高齢者と引きこ も り青年の協働

による 「もえもんサービス」 （草取りや重い物の

運搬等を有償で行う活動）、一人親家庭の支援会、

障害理解促進のための 「啓発キャラバン隊」 等が

挙げられ、 学びの場作りにも力を入れている。 こ

れらの実践は、 地域全体の 「支援する力」 だけで

なく 、 「支援を受ける力」 （受援力） を育む福祉教

育の基盤ともなってお り、 「困っていなく てもっ

ながる」 こ とを重視する地域づく りの理念に基づ

いている （筑後市社会福祉協議会 2023)。
このよ うな取り組みにおいて、 コ ミュニテイワ

ーカーは、 福祉のまちづく りの推進者と して多恩

的な支援活動を展開している。 住民一人ひと りや

小グループとの直接的なかかわり （次元 l • 2) に

加え、 類似の実践や関係機関とのネッ トワーク形

成 （次元3) 、 さ らには、 制度的課題への政策提言

やア ドボカシー活動 （次元4) に取り組んでいる。

このような実践は、 単に既存の支援制度の補完に

とどまらず、 当事者が 「支えられる側」 から 「支

える側」 へと役割を転換していく エンパワーメ ン

トの過程を通じて、 住民と共に多様な参加の形や

仕組みを創出し、 新たな社会資源の開発へとつな

がっている (Cox & Parsons 1994)。 制度の限界を

補完するのみならず、 他の社会運動や支援実践と

4. 日本におけるEOCD戦暗

を示すプログラム

日本においては、 EOCDモデルに少なからず整

合する複数の取り組みが存在してお り、 すでに実

施されているものや開発段階にある事例も少なく

ない。 これらの取り組みには、 財政的な支援を伴

わないインフォーマルなプロジェ ク ト （試行的 ・

実験的な活動） や政府による資金援助を受けてい

るプログラムが含まれる。 このような実践は、 政

府、 民間団体、 イ ンフォーマルな市民グループあ

るいは個人によって立ち上げられ、 実施されてい

るが、 多く のケースにおいて十分な人材配概や専

門的訓練を受けたコ ミュニティ 実践者の確保が困

難な現状にある。 そのため、 ソーシャルワーカー

や関心を持つ市民が、 セルフヘルプグループに対

してボランテ ィ アと して参画することが多く 、 高

齢者 ・障害者支援、 女性の経済的な課題や差別、

育児支援、 外国人支援といった多様な社会的課題

に対応するエンパワーメ ン ト志向の活動へと発展

していく ケースも見られる。 以下では、 EOCDの

要素を取り入れた国内の二つの事例を紹介する。

( 1 ) 福岡県筑後市におけるセルフヘルプ活動と

コ ミ ュニティ づく り

筑後市における 「コスモス」 は、 高齢者を介護

している家族介護者によるセルフヘルプグループ

であり、 月1回の定例会合を通じて介護経駿の共

有と相互支援を行っている。 このグループでは、

参加者が小規模なグループの中で信頼関係を築く

こ とによ り、 ス ト レスや感情面の困難、 高齢者介

護における課題について率直に語り合うことが可

能となっている。 組織運営は、 地域の社会福祉協

議会に所属するソーシャルワーカーによって担わ

れている。 活動の初期段階を経て、 グループはロ

腔ケア、 認知症、 介護方法、 アルツハイマー病、

交通アクセス、 介護施設の利用、 高齢者向けサー

ビス、 長期ケア政策、 高齢者関連法制度といった

テーマに関して、 専門職や自治体関係者を招いた

セ ミナー形式の学習会を開催するようになった。 連携することで、個人、グループ、コ ミュニティ 、

これらの取り組みを通じて、 参加者は制度的 ・ さ らには、 社会全体の変革を視野に入れた取り組

実践的知識の獲得に加え、 相互支援や対処技術に みが展開されている。
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8,000人存在している可能性がある （文部科学省

総合教育政策局国際教育課 2024a) 。 さ らに、 外

国ルーツの子どもに対する教育環境の整備が不十

分であることによ り、 日本語指導が必要な高校生

の中途退学率は8.5％と高く （全高校生の平均は

1.1%) 、 高等教育機関への進学率も46.6％にと ど

まっている （全体の進学率は75%) （文部科学省

総合教育政策局国際教育課 2024b) 。
FIRAの活動にかかわるソーシャルワーカーは、

外国ルーツの親子に対して情報提供や学習支援を

行 う ミ ク ロレベルの取り組み （次元）） にと どま

らず、 外国ルーツの子ども達の教育環境に関する

課題について、 保護者や子どもとのかかわりや調

査を通じてアセスメ ン トを行い、 従来は 「個人的

な問題」 と されてきた課題をコ ミュニテ ィ に共通

する社会的問題と して整理するプロセスを支援し

ている。

このよ うに 「共通する問題」 を言語化すること

によ り、 活動資金を獲得するための助成団体への

申請 （ファン ドレイ ジング） を可能にしている。

また、 外国ルーツの保護者を対象と した就園 ・就

学制度に関する情報提供不足を補完するためのガ

イ ダンスをはじめと した外国ルーツの保護者同士

が相互に支え合い 「ケイパビリティ (Sen 1985 ;

1999) 」 を高めるこ とを目的と した事業開発のプ

ロセスの後押しを行っている。 さ らに、 FIRAは、

他地域で外国ルーツの親子を支援する団体との連

携や、 自治体の関係部局、 地域の園 ・学校との協

働を通じて、 ネ ッ トワーク構築 （次元3) やソー

シャルアクシ ョ ンの展開 （次元4) といったメ ゾ

レベルおよびマクロレベルの取り組みへと活動の

幅を広げつつある。

本地域におけるコ ミュニテイワークは、 支援活

動 に と どま ら ず 、 「革新 的実践 ( innovative
practice) 」 と して位置づけられる。 その実践にお

いては、 状況に応 じた柔軟な発想力や課題解決に

向けた果敢な行動力に加え、 社会的排除や不平等

に対する倫理的な関心、 すなわち、 社会正義の視

座を不可欠な要素とする。

( 2 ) 在住外国人の課題に対応する福岡国際市民

協会

地域における国際交流と相互理解の促進、 外国

にルーツを持つ子どもとその保護者の支援を目的

と して、 2023年に一般社団法人福岡国際市民協会

(Fukuoka International Residents Association、 以

下、 FIRA) が設立された。 FIRA が活動する福岡

市では、 過去10年間で外国籍の中学生以下の子ど

もの数が約1.9倍に増加 している （福岡市総務企

画局企画調整部統計調査課の統計資料よ り筆者算

出）。 特に、 近年来日したベ トナムやネパールに

ルーツを持つ親子の増加が顕著であり、 学校や地

域における支援体制がその変化に追いついていな

い現状がある。 FIRAの設立は、 本団体の代表で

ある福岡市在住のベ トナム人の保護者が、 個人的

に外国ルーツの子どもへの日本語教育や母語 ・継

承語教育の支援を行っていたこ とを契機と してい

る。 その活動を通じて、 共通する課題を抱える外

国ルーツの親子が増加している現状が浮かび上が

り、福岡在住の外国ルーツの保護者を中心にFIRA
が立ち上げられた。

FIRAでは、 外国ルーツおよび 日本人のスタ ッ

フが協働し、 子どもへの①学習支援、②母語 ・継

承語教育、③多文化体験活動、 ④こども食堂の運

営、 ⑤進路指導、 および、 保護者に対する⑥日本

語 ・キャ リア支援、 ⑦就園 ・就学に関するガイ ダ

ンス等を実施 している。 FIRAが取り組む外国ル

ーツの子どもの教育に関する課題は、 福岡市に限

らず全国的にも顕在化しつつあるが、 社会的認知

は未だ十分と言えず、 公的支援も限定的である。

現行制度においては、 外国籍の保護者に子どもの

就学義務が課されておらず、 親や子ども、 または

学校側の判断によ り中途退学が可能な状況にあ

る。 その結果、 日本には就学年齢に達しているに

5. EI本におけるソーシャルワーク実践

への示唆

近年、 日本社会においてコ ミュニテ ィ ワークの

重要性が急速に高まっていることは、 政府のみな

らず、 現場で利用者の支援にあたるソーシャルワ

ーカーにとっても明らかである。 日本政府は2000
年半ばから 「共生社会」 の実現を政策課題と して

重要視 し、 その後は国連のSDGsが掲げる 「誰一

もかかわらず学校に通っ ていない子 どもが約 人取り残さない」 の理念と共嗚する形で、 共生社
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会の意義が国際的な動向と結びつ く こ と となっ

た。 しかし、 コ ミュニティ 開発に特化した専門職

の配置は依然と して極めて限定的であり、 大学や

専門職養成課程においてもこの領域への体系的な

教育 ・研究の取り組みは十分とは言い難い。

このような状況の背兼には、 社会福祉士国家試

験における出題科目の偏りがあると指摘されてい

る （厚生労働省 2019)。 確かに、 2024年度からは

「地域福祉と包括的支援体制」 等と地域福祉に特

化した新科目が導入されたものの、 従来のカ リキ

ュラムはコ ミュニティ 実践とマクロ実践への教育

的配慮に乏しい構造にあった。 その結果と して、

地域社会における高齢者、 母子世帯、 外国人、 若

年恩等、 多様な脆弱屑へのエンパワーメ ン ト志向

のアプローチを体系的に実践できる人材育成は依

然と して十分に達成されていない。 こ う した状況

を打開するには、 コ ミ ュニテ ィ 実践に専念できる

有給かつ専門性の高い職の創出が急務であり、 制

度的 • 財政的支援の強化が不可欠である。

1990年代半ば以降、 日本国内ではエンパワーメ

ン ト志向のコ ミュニテ ィ実践の必要性を訴える教

育者 ・実践者による非公式なネッ トワークが形成

されてきた。 彼らの活動は同領域の理論的基盤と

なる文献 (Cox & Parsons 1994 ; Gutierrez et al.

1998; Midgley & Conley 2010; Dominelli 2017

等） の翻訳や普及を通じて、 その理念の普及と実

践の定着を積極的に推進してきた。 これらの取り

組みは、 制度的支援の不足とい う逆風にもかかわ

らず、 草の根的なプログラムや地域住民主体の活

動を支える上で重要な役割を果た してきたといえ

る。 さ らに、 政府が提唱する地域共生社会の理念

や大学教育における国際化の進展は、 コ ミュニテ

ィ ・社会開発科目のカ リキュラムにおける再考を

促す契機となっている。 実際、 2009 年のカ リキ

ュラム改定では、 コ ミュニテ ィ実践に関連する科

目の教育時間が240時間相当に増加 し、 変化する

社会環境に対応し得る人材育成の方向性を問い直

す重要な転機となった （小松尾 ＆ 小野 2014)。
コ ミュニテイワーカーに求められるスキルは、

実践スキル （政策実践、 ロビー活動、 ア ドボカ シ

一、プログラムの企画 ・実施 ・管理、財務管理等）、

リサーチスキル （プログラム評価、 参加型 リサー

チ等） といった領域に分類され、 特に、 ア ドボカ

シーおよびプログラムの企画 ・運営は複数の実践

領域に共通して必要とされる中核的スキルと位置

付けられている (Gamble & Weil 2012)。 このよう

なスキル体系化は、 ロス (Ross 1955) やサンダ

ース (Sanders 1976) による古典的なコ ミュニテ

ィ ・オーガナイ ジング論に始ま り、 近年ではエン

パワーメ ン ト志向の実践 (Gutierrez et al. 1995)

やアセ ッ トベース ・アプローチ (Sherraden 2018)

とも理論的整合性を持つ。 その中でもア ドボカシ

ーや政策実践のスキルは、 ミ ッジ リー (M idgley
1995) が提唱す る 「開発的 ソーシャル ワー ク

(Developmental Social Work) 」 において、 個別支

援と構造的変革を結ぶ実践基盤と して位置づけら

れている。 また、 こ う した実践の多様性は、 地域

における 「参加」 や 「共創」 といった民主的プロ

セスを基盤とするコ ミ ュニテ ィ ・アプローチの重

要性を明確に示している (Ife 2013)。 したがって、

コ ミュニティ ワークにおいては、 個別課題の解決

にとどまらず、 住民や当事者と協働 しながら地域

社会を構造的に変革していく ための包括的かつ統

合的な専門性が求められている。

おわりに

現代社会における自然災害、 移住、 技術革新、

資源枯渇、 グローバル化といった複合的課題に対

応するためには、 エンパワーメ ン ト志向の社会福

祉実践、 と りわけ、 エンバワーメ ン ト志向コ ミュ

ニティ 開発のよ うな包括的アプローチを他領域へ

と展開していく 必要がある。 このよ うなアプロー

チは、 個人 ・集団 ・地域レベルにおける持続可能

な福祉社会の構築に寄与するものである。 経済 ・

社会 ・環境の急速な変化は、 持続可能な開発目標

(SDGs) の達成を困難にしている一方で、 日本

社会における社会全体の取り組みは一定の進展を

見せており、 注目に値する展開がみられる。 その

よ うな背景の下、 コ ミュニテ ィ 開発は、 包摂的な

社会の形成と環境危機への対応において今後一恩

重要な役割を果たすこ とになる。

このような課題に応えるため、 ソーシャルワー

ク専門職にはよ り積極的な関与が期待されるとと

チ、 行政データの活用、 エンパワーメ ン ト リサー もに、 二つの変革が求められる。 第一に、 国際ソ
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